
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

10.2

270,678,185 250,227,501 254,916,514

40,358,843 将来負担比率 111.2 400.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 11.4 11.3

(3ヵ年平均) 13.4 11.9 10.9

算入公債費等の額 (Ｄ) 41,197,210 41,124,476

標準財政規模 (Ｃ) 311,875,395 291,351,977

- 16.25 30.00

地方道路公社に係る将来負担額

10.9 25.0 35.0

平成23年度 早期健全化基準 財政再生基準

295,275,357 実質公債費比率

連結実質赤字比率

- - -

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの 137,545 274,680

利子補給に係るもの -

いわゆる五省協定等に係るもの 279,029 278,936

274,924 0.1

(Ｃ)－(Ｄ)

特定財源の額 (Ｂ) 20,195,040 21,574,305 21,741,553

278,841

損失補償・債務保証の履行に係るもの - 1,159,567 -

地方公務員等共済組合に係るもの - - -

-

-

その他上記に準ずるもの - - - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - -

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - 88,510 127,045

その他の会計

高速鉄道事業会計

-
公社・
三セク等

健全化判断比率

1,720,3372,208,048

1,526,672

- -

3,275,740

-

- --

2,777,517 1.1

-

実質赤字比率 - 11.25 20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 3,698,273

土地開発公社に係る将来負担額

0.7

1,600,853 1,564,069

水道事業会計 1,999,568 2,090,301 2,265,793 0.9

0.6

3,498,734

16.5

-114,588,595 176,201,375 182,488,266 71.6 その他上記に準ずるもの

39,850,060543,187,815

169,815,665259,837,366 287,771,507

543,371,023 41,935,624病院事業会計 43,270,791

-

180,569,618

将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 137.4 120.0 111.20.0

1,007,160,697

充当可能
財源等

(Ｆ) 917,796,984

基準財政需要額算入見込額 
企業債等
繰入見込額

下水道事業会計115.7

1,017,702,529

540,338,148 212.0

66.6

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの 10,533 10,363 10,193 0.0

0.1 充当可能特定歳入 294,876,115 175,264,586

-

- --(Ｅ) 1,301,399,831

充当可能基金 

引き受けた債務の履行に係るもの

-

- -

-

-

-

1,002,979 1,901,953834,160- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの

分母比

90,955,592 88,062,319

平成22年度

将来負担額

- --

32,765,548

0.9

-167,389 188,013 199,696 0.1 - -

内訳 平成21年度

組合等連結実質赤字額負担見込額 

1,289,946,499 1,307,660,677

(Ａ) 92,162,288合計

平成23年度

13,094,273

218,321,271

-

国営土地改良事業に係るもの -

公営企業債の元利償還金に対する繰入金 16,030,777 16,162,248 14,730,253

1,720,337

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 32,390,373 34,532,138

元利償還金 41,372,469 36,851,948

準
元
利
償
還
金

減債基金積立不足算定額 1,941,562 3,363,792

連結実質赤字額 

0.3

-

691,003

84,871,609

--5.8

- -組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

-

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 427,107

一時借入金の利子

1,812,056

- -

19,810,459

公営企業債等繰入見込額 

設立法人等の負債額等負担見込額 

230,716,57013.5

組合等負担等見込額 

退職手当負担見込額 87,369,413

3,698,273

2,412,315

2,940,873 2,734,204

20,202,420 7.9 いわゆる五省協定等に係るもの 4,584,398 4,373,196

35,696,610 14.0 384.0

債
務
負
担
行
為

平成21年度

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

946,440,757 978,314,798

依頼土地の買い戻しに係るもの0.72,208,048

-

978,796,695

平成23年度

損失補償・債務保証の履行に係るもの

PFI事業に係るもの

222,267,750

82,159,412 32.2 地方公務員等共済組合に係るもの

分母比 内訳平成22年度

1.6

2,522,415 1.0

83,661 0.0

-

4,158,920

-

平成22年度 平成23年度平成21年度区分

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

分母比

地方公社・第三セクター等

一般会計等に係る地方債の現在高 

平成22年度

一部事務組合等

分母比

0.7

4.5

100,393 92,027

11,535,471

-

11,608,053

- --

-85.6

債務負担行為に基づく支出予定額 21,554,097

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成21年度 平成23年度

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

3

-

- -

-

227,540 - 法適用企業

-

神奈川県川崎競馬組合 47,111 47,710 △599 △599 - -

神奈川県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計） 636,092 635,182 910 910 6,697

神奈川県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 2,240 1,824 416 416

神奈川県内広域水道企業団 43,265 40,787 2,477 11,485 -

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額
（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

左のうち
一般会計等
負担見込額

企業債
（地方債）
現在高

備考

-

連結実質赤字額

公営企業会計等 25,158

生田緑地ゴルフ場事業特別会計 18 317334 312

77 70 1,451 0- -

--

10 35 0 0 0

60

法非適用企業

0川崎市社会福祉協議会

-

592法非適用企業-

川崎市住宅供給公社

536 00 0 00 5

195

330 -

1,359

0

472

00

524

41 -

港湾整備事業特別会計 1,727 851 876

-

-

卸売市場事業特別会計 2,340 982

61 1,527高速鉄道事業会計 - - -

193

197

20△ 18 1,529

2,749 1,375 法非適用企業 鹿島田駅西部地区再開発

法適用企業1,527

0

1法適用企業 川崎フロンターレ

2,447

248 8,596

1,700

0 0

676

6,320 832 6,019 235

0

0

8,987 1,249 -

50391,280 169,816 - 法適用企業

工業用水道事業会計 7,152

水道事業会計 2,26651,495

0自動車運送事業会計 9,163 0706 02,8429,131 31 1,291

0

09,086法適用企業 川崎市土地開発公社

0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0

-

105 0 0 0

0

0

3,700法適用企業 2,472

0 0

みぞのくち新都市 95

法適用企業 川崎住宅

かわさきファズ

川崎臨港倉庫 192

30,996 30,269 727 12,345

439 16,7261,400

37 190 116 0

0

-

川崎球場

-

0

0 72

0

0

1,116

040

0

0

9,444 2,143

介護保険事業特別会計 62,094 61,882 212 -212 11,135

636

483 -

3,725

--1,147

-7,270

下水道事業会計 36,915 36,476

病院事業会計 37,651 37,015 64,220 41,936

後期高齢者医療事業特別会計 10,600 10,117

競輪事業特別会計 12,973 12,846

国民健康保険事業特別会計 123,387 121,503

127

-

川崎冷蔵148127

-1,884 - 12,650

42 △ 339

0

0

0

備考
川崎市水道サービス公社

川崎アゼリア 338

-

- - -

- 0 0 0

0

0

0

0

かわさき市民放送 2 114 77 0 0 0

00

0 0 0

0

39 0 0 0200

51公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 川崎市スポーツ協会 17 194

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額
（実質収支）

47 0

7 0

- 川崎市学校給食会 66 126

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

0 0 0

川崎市生涯学習財団 △ 2 359 200 166 0

一般会計等（純計） 1,395 1

0 200

△ 22 814

0

0 0

川崎市消防防災指導公社

川崎市まちづくり公社 12,484 1,248

1 0

実質赤字額

15 412

0

100 0

川崎市母子寡婦福祉協議会

29 15

75

111

1 493 180 94 0 0

59 3,190 481

000 0

13,610 0

10 50川崎市身体障害者協会

0

川崎市心身障害者地域福祉協会 △ 58 22 0 0 0

0 0

川崎市保健衛生事業団

180△ 2

11 147

010 61 0 0川崎市シルバー人材センター

川崎市看護師養成確保事業団 4

0

0 0

0 0 0140 77 0209

7 28

- 183,953 - 川崎市公園緑地協会 △ 46

川崎・横浜公害保健センター

0

0

0

0

0

269

0

10

181

1 2,052川崎市市民自治財団

川崎市産業振興財団

45

0

238,153 238,153 -

3,731 6,353

130 -

138

2 195 0公共用地先行取得等事業特別会計 9,801 9,801 --

公債管理特別会計

0

0

00

100

0 0

0

0

0

0

581 131 108

0

△ 6

0

0

1,169 川崎市国際交流協会5,792

302 17 - 川崎市文化財団

△ 56

350

51 276 10

川崎市指定都市記念事業公社

0 0255

一般会計 580,101 575,272 4,829

920 10

かわさき市民活動センター

墓地整備事業特別会計 632 501 130

勤労者福祉共済事業特別会計 93 90 2 △ 22

平成23年度 神奈川県川崎市

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

公害健康被害補償事業特別会計 171 77 94 94 29 -

970,022 △ 1

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益

2,152

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

0 0 0300 34 0

090

283

0 0

0 0母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 695 233 462 - 10

312
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